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Ⅰ【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

本日付で有価証券報告書を提出致しましたので、平成29年３月15日に届出済みの有価証券届出書（以

下「原届出書」といいます。）の関係情報を更新等するため、提出するものです。

 

Ⅱ【訂正の内容】

 

＜訂正前＞および＜訂正後＞に記載している下線部＿は訂正部分を示し、原届出書の更新後の内容を

記載する場合は＜更新後＞とし、原届出書に追加される内容を記載する場合は＜追加＞とします。

 

 
第一部【証券情報】
（４）【発行（売出）価格】
＜更新後＞

（略）
　ＭＡＸＩＳ専用サイト　https://maxis.mukam.jp/
（略）

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

１【ファンドの性格】

（１）【ファンドの目的及び基本的性格】

［ファンドの目的・特色］
（略）

（略）

（略）
 
（２）【ファンドの沿革】
＜更新後＞

（略）
平成29年４月５日 ファンドの受益権を東京証券取引所に上場
 

（３）【ファンドの仕組み】

③委託会社の概況

＜更新後＞

・資本金

2,000百万円（平成29年７月末現在）

（略）

・大株主の状況（平成29年７月末現在）

（略）
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３【投資リスク】
（２）投資リスクに対する管理体制
＜更新後＞

（略）
③流動性リスク
流動性リスクは、運用部門で市場の流動性の把握に努め、投資対象・売買数量等を適切に選択す
ることによりコントロールしています。また、運用部門から独立した管理担当部署においても流
動性についての情報収集や分析・管理を行い、この結果は運用管理委員会等に報告されます。
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４【手数料等及び税金】
（４）【その他の手数料等】
＜更新後＞

（略）
④受益権の上場に係る費用（追加上場料（追加上場時の増加額（毎年末の純資産総額について、新
規上場時および新規上場した年から前年までの各年末の純資産総額のうち最大のものからの増加
額）に対して0.0081％（税抜 0.0075％））、年間上場料（毎年末の純資産総額に対して最大

0.0081％（税抜0.0075％）））は、毎計算期末または信託終了のとき信託財産から支払うことが
できるものとします。
（略）

 
（５）【課税上の取扱い】

＜更新後＞
（略）
※上記は平成29年７月末現在のものですので、税法が改正された場合等には、上記の内容が変更に
なることがあります。
（略）
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５【運用状況】

＜更新後＞

（１）【投資状況】
   平成29年7月31日現在
   （単位：円）

 資産の種類 国／地域名 時価合計 投資比率(％)

株式 日本 3,541,208,800 99.79

 
コール・ローン、その他資産

（負債控除後）
― 7,500,750 0.21

 純資産総額  3,548,709,550 100.00

（注）投資比率とは、ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価の比率をいいます。
 

（２）【投資資産】

①【投資有価証券の主要銘柄】
ａ評価額上位３０銘柄
      平成29年7月31日現在

国／
地域

    上段：帳簿価額 利率（％） 投資
銘　柄 種類 業種 株式数 下段：評 価 額 償還期限 比率

    単価（円） 金額（円） (年/月/日) (％)

日本 東京精密 株式 精密機器 15,100
3,810.39
3,835.00

57,536,992
57,908,500

―
― 1.63

日本 アンリツ 株式 電気機器 56,800
995.50
891.00

56,544,594
50,608,800

―
― 1.43

日本 ナカニシ 株式 精密機器 9,900
4,461.36
4,625.00

44,167,491
45,787,500

―
― 1.29

日本 カナモト 株式 サービス業 11,400
3,786.92
3,960.00

43,170,992
45,144,000

―
― 1.27

日本 ニチハ 株式
ガラス・土
石製品 10,800

4,065.00
4,100.00

43,902,000
44,280,000

―
― 1.25

日本 不二越 株式 機械 72,000
635.00
611.00

45,720,000
43,992,000

―
― 1.24

日本 岡三証券グループ 株式
証券、商品
先物取引業 65,000

734.00
669.00

47,710,000
43,485,000

―
― 1.23

日本 日本写真印刷 株式 その他製品 13,600
3,065.00
3,020.00

41,684,000
41,072,000

―
― 1.16

日本 三井住友建設 株式 建設業 334,500
122.98
120.00

41,139,300
40,140,000

―
― 1.13

日本 エス・エム・エス 株式 サービス業 11,500
3,380.00
3,490.00

38,870,000
40,135,000

―
― 1.13

日本 兼松 株式 卸売業 164,000
237.01
241.00

38,870,000
39,524,000

―
― 1.11

日本 東京製鐵 株式 鉄鋼 41,300
998.69
946.00

41,246,296
39,069,800

―
― 1.10

日本 プリマハム 株式 食料品 55,000
690.00
704.00

37,950,000
38,720,000

―
― 1.09

日本 ユニプレス 株式 輸送用機器 15,000
2,749.93
2,571.00

41,248,995
38,565,000

―
― 1.09

日本 興銀リース 株式
その他金融

業 14,400
2,644.00
2,625.00

38,073,600
37,800,000

―
― 1.07

日本 パイオラックス 株式 金属製品 12,300
3,130.00
3,050.00

38,499,000
37,515,000

―
― 1.06

日本 ジンズ 株式 小売業 5,200
6,160.00
6,720.00

32,032,000
34,944,000

―
― 0.98

日本 太陽ホールディングス 株式 化学 6,600
5,020.00
5,240.00

33,132,000
34,584,000

―
― 0.97

日本 フジテック 株式 機械 22,700
1,514.97
1,523.00

34,389,997
34,572,100

―
― 0.97

日本 ＦＰＧ 株式
証券、商品
先物取引業 27,500

1,202.11
1,249.00

33,058,198
34,347,500

―
― 0.97

日本 ユナイテッドアローズ 株式 小売業 10,200
3,400.00
3,345.00

34,680,000
34,119,000

―
― 0.96

日本 ミルボン 株式 化学 5,200
6,373.05
6,430.00

33,139,896
33,436,000

―
― 0.94

日本 山善 株式 卸売業 29,500
1,132.03
1,133.00

33,394,898
33,423,500

―
― 0.94

日本 サカタインクス 株式 化学 16,700
1,887.68
1,998.00

31,524,396
33,366,600

―
― 0.94

日本
東京ＴＹフィナンシャルグ
ループ 株式 銀行業 11,100

3,075.00
2,938.00

34,132,500
32,611,800

―
― 0.92

日本 カドカワ 株式
情報・通信

業 22,300
1,397.20
1,457.00

31,157,597
32,491,100

―
― 0.92

日本 日信工業 株式 輸送用機器 17,400
1,868.92
1,849.00

32,519,296
32,172,600

―
― 0.91
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日本 イリソ電子工業 株式 電気機器 3,300
9,290.00
9,500.00

30,657,000
31,350,000

―
― 0.88

日本 エフ・シー・シー 株式 輸送用機器 12,700
2,349.00
2,418.00

29,832,300
30,708,600

―
― 0.87

日本 インフォマート 株式 サービス業 37,700
827.72
810.00

31,205,134
30,537,000

―
― 0.86

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該銘柄の評価金額の比率です。

 

ｂ全銘柄の種類／業種別投資比率
  平成29年7月31日現在

種類／業種別 投資比率(％)

株式 建設業 7.44

 食料品 1.09

 化学 5.79

 医薬品 0.56

 ガラス・土石製品 1.25

 鉄鋼 1.10

 非鉄金属 1.45

 金属製品 2.52

 機械 8.15

 電気機器 11.95

 輸送用機器 6.58

 精密機器 3.69

 その他製品 2.17

 陸運業 1.20

 海運業 0.31

 倉庫・運輸関連業 1.22

 情報・通信業 6.13

 卸売業 5.66

 小売業 9.35

 銀行業 1.35

 証券、商品先物取引業 3.64

 その他金融業 1.30

 不動産業 4.39

 サービス業 11.52

合　計  99.79

（注）投資比率は、ファンドの純資産総額に対する当該種類または業種の評価金額の比率です。

 

②【投資不動産物件】
該当事項はありません。

 

③【その他投資資産の主要なもの】
該当事項はありません。

 

（３）【運用実績】

①【純資産の推移】

下記計算期間末日および平成29年7月末日、同日前１年以内における各月末の純資産の推移

は次の通りです。
    （単位：円）

 純資産総額
基準価額

(１口当たりの純資産価額)

東京証券取引所

取引価格

第1計算期間末日
（平成29年 7月16日）

3,536,164,247
3,536,164,247

（分配付）
（分配落）

13,453
13,453

（分配付）
（分配落）

13,420

平成29年 4月末日 932,242,176  12,435  12,490

5月末日 3,501,373,822  12,833  12,840

6月末日 3,633,563,512  13,317  13,300

7月末日 3,548,709,550  13,500  13,480

 

②【分配の推移】
 １口当たりの分配金

第1計算期間 0円

 

EDINET提出書類

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社(E11518)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 7/49



③【収益率の推移】
 収益率（％）

第1計算期間 9.24

（注）「収益率」とは、計算期間末の基準価額（分配付の額）から当該計算期間の直前の計算期間末
の基準価額（分配落の額）を控除した額を当該基準価額（分配落の額）で除して得た数に100を
乗じて得た数をいう。

 

（４）【設定及び解約の実績】
 設定口数 解約口数 発行済口数

第1計算期間 272,845 9,983 262,862

（注）解約口数は、交換口数を表示しております。
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［参考情報］
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第２【管理及び運営】
１【申込（販売）手続等】
（略）

申込単位・
申込価額の
照会方法

 
（略）
　ＭＡＸＩＳ専用サイト　https://maxis.mukam.jp/

（略）
 
３【資産管理等の概要】
（１）【資産の評価】
＜更新後＞
（略）

基準価額等の
照会方法

（略）
　ＭＡＸＩＳ専用サイト　https://maxis.mukam.jp/

 
（５）【その他】
＜更新後＞
（略）

金融商品取引
所への上場

（略）
　平成29年４月５日　東京証券取引所に上場
（略）

（略）
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第３【ファンドの経理状況】

＜更新後＞

１　当ファンドの財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年

大蔵省令第59号）ならびに同規則第２条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する規

則」（平成12年総理府令第133号）に基づいて作成しております。

　なお、財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

２　当ファンドの第 1 期計算期間は、約款第３５条により、平成29年4月4日から平成29年7月16日

までとしております。

３　当ファンドは、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、当期（平成29年4月4日

から平成29年7月16日まで）の財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人により監査

を受けております。
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１【財務諸表】

【ＭＡＸＩＳ　ＪＰＸ　日経中小型株指数上場投信】

（１）【貸借対照表】

（単位：円）

 
第1期

［ 平成29年 7月16日現在 ］

資産の部  

流動資産  
コール・ローン 2,947,755

株式 3,525,381,600

未収入金 9,114,205

未収配当金 2,697,189

流動資産合計 3,540,140,749

資産合計 3,540,140,749

負債の部  

流動負債  
未払受託者報酬 261,035

未払委託者報酬 3,001,873

未払利息 12

その他未払費用 713,582

流動負債合計 3,976,502

負債合計 3,976,502

純資産の部  

元本等  
元本 3,237,145,530

剰余金  
期末剰余金又は期末欠損金（△） 299,018,717

（分配準備積立金） △1,183,255

元本等合計 3,536,164,247

純資産合計 3,536,164,247

負債純資産合計 3,540,140,749
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（２）【損益及び剰余金計算書】

（単位：円）

 
第1期

自　平成29年 4月 4日
至　平成29年 7月16日

営業収益  
受取配当金 2,793,689

受取利息 3

有価証券売買等損益 204,927,755

営業収益合計 207,721,447

営業費用  
支払利息 457

受託者報酬 261,035

委託者報酬 3,001,873

その他費用 713,582

営業費用合計 3,976,947

営業利益又は営業損失（△） 203,744,500

経常利益又は経常損失（△） 203,744,500

当期純利益又は当期純損失（△） 203,744,500

一部交換に伴う当期純利益金額の分配額又は一部交換
に伴う当期純損失金額の分配額（△）

-

期首剰余金又は期首欠損金（△） -

剰余金増加額又は欠損金減少額 105,512,972

当期追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減少額 105,512,972

剰余金減少額又は欠損金増加額 10,238,755

当期一部交換に伴う剰余金減少額又は欠損金増加額 10,238,755

分配金 -

期末剰余金又は期末欠損金（△） 299,018,717
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（３）【注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 株式は時価で評価しております。時価評価にあたっては、原則として金融商品取引所等

における終値で評価しております。

 

（貸借対照表に関する注記）

 
 

第 1 期

［ 平成29年7月16日現在 ］

   
１ 期首元本額 ―

 期中追加設定元本額 3,360,086,175円

 期中一部交換元本額

 

122,940,645円

２ 受益権の総数

 

262,862口

３ １口当たり純資産額 13,453円
   
 

（損益及び剰余金計算書に関する注記）

第 1 期（自 平成29年4月4日　至 平成29年7月16日）

１ その他費用

上場費用および商標使用料等を含んでおります。

  

２ 分配金の計算過程  
 

 当期配当等収益額 A 2,793,235円

 分配準備積立金額 B ―

 配当等収益合計額 C=A+B 2,793,235円

 経費 D 3,976,490円

 当ファンドの分配対象収益額 E=C-D ―

 収益分配金金額 F ―

 次期繰越金（分配準備積立金） G=E-F △1,183,255円

 当ファンドの期末残存口数 H 262,862口

 １口当たり分配金額 I=F/H ―

 

（金融商品に関する注記）

１　金融商品の状況に関する事項

 
区　分

第 1 期

（ 自 平成29年 4月 4日

至 平成29年 7月16日）

１ 金融商品に対する取組方針 当ファンドは、「投資信託及び投資法人に関する法律」（昭和26年法律第198号）第２

条第４項に定める証券投資信託であり、有価証券等の金融商品への投資を信託約款に定め

る「運用の基本方針」に基づき行っております。

２ 金融商品の内容及び当該金融商品に

係るリスク

当ファンドは、株式に投資しております。当該投資対象は、価格変動リスク等の市場リ

スク、信用リスクおよび流動性リスクに晒されております。

３ 金融商品に係るリスク管理体制 ファンドのコンセプトに応じて、適切にコントロールするため、委託会社では、運用部

門において、ファンドに含まれる各種投資リスクを常時把握しつつ、ファンドのコンセプ

トに沿ったリスクの範囲で運用を行っております。

また、運用部門から独立した管理担当部署によりリスク運営状況のモニタリング等のリ

スク管理を行っており、この結果は運用管理委員会等を通じて運用部門にフィードバック

されます。

 

２　金融商品の時価等に関する事項

 
区　分

第 1 期

［ 平成29年7月16日現在 ］

１ 貸借対照表計上額、時価及びその差

額

時価で計上しているためその差額はありません。

２ 時価の算定方法 売買目的有価証券は、（重要な会計方針に係る事項に関する注記）に記載しておりま

す。

  デリバティブ取引は、該当事項はありません。

  上記以外の金融商品（コールローン等）は、短期間で決済され、時価は帳簿価額と近似

していることから、当該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３ 金融商品の時価等に関する事項につ

いての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に

算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。
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（有価証券に関する注記）

売買目的有価証券

 第 1 期

［ 平成29年7月16日現在 ］

種　類 当計算期間の損益に含まれた評価差額(円)

株式 196,637,965

合計 196,637,965

 

（デリバティブ取引に関する注記）

取引の時価等に関する事項

該当事項はありません。

 

（関連当事者との取引に関する注記）

該当事項はありません。

 

（４）【附属明細表】

 

第１　有価証券明細表

 

（１）株式

（単位：円）

 銘　　柄
株式数

評　価　額
備考

コード 銘　柄　名 単　価 金　額

1407 ウエストホールディングス 6,600 823.00 5,431,800  

1720 東急建設 30,800 883.00 27,196,400  

1722 ミサワホーム 10,300 1,014.00 10,444,200  

1805 飛島建設 83,700 170.00 14,229,000  

1813 不動テトラ 70,100 184.00 12,898,400  

1821 三井住友建設 333,100 123.00 40,971,300  

1822 大豊建設 32,000 538.00 17,216,000  

1827 ナカノフドー建設 6,600 621.00 4,098,600  

1852 淺沼組 31,000 338.00 10,478,000  

1870 矢作建設工業 11,800 932.00 10,997,600  

1873 日本ハウスホールディングス 17,700 517.00 9,150,900  

1879 新日本建設 10,300 940.00 9,682,000  

1882 東亜道路工業 16,000 456.00 7,296,000  

1890 東洋建設 25,000 452.00 11,300,000  

1896 大林道路 8,800 944.00 8,307,200  

1898 世紀東急工業 12,600 594.00 7,484,400  

1899 福田組 2,900 5,070.00 14,703,000  

1916 日成ビルド工業 26,000 622.00 16,172,000  

1926 ライト工業 16,700 1,191.00 19,889,700  

1934 ユアテック 13,000 790.00 10,270,000  

1972 三晃金属工業 800 3,295.00 2,636,000  

2281 プリマハム 55,000 690.00 37,950,000  

4008 住友精化 3,400 5,550.00 18,870,000  

4047 関東電化工業 16,700 1,035.00 17,284,500  

4611 大日本塗料 46,000 309.00 14,214,000  

4626 太陽ホールディングス 6,600 5,020.00 33,132,000  

4633 サカタインクス 16,600 1,887.00 31,324,200  

4919 ミルボン 4,400 6,370.00 28,028,000  

4975 ＪＣＵ 5,100 4,060.00 20,706,000  

4997 日本農薬 20,200 674.00 13,614,800  

7917 藤森工業 6,100 3,345.00 20,404,500  

4553 東和薬品 3,800 5,170.00 19,646,000  

7943 ニチハ 10,800 4,065.00 43,902,000  

5423 東京製鐵 41,100 999.00 41,058,900  

5715 古河機械金属 127,000 208.00 26,416,000  

5857 アサヒホールディングス 12,200 1,909.00 23,289,800  

5930 文化シヤッター 22,600 919.00 20,769,400  

5932 三協立山 10,600 1,608.00 17,044,800  

5940 不二サッシ 39,600 116.00 4,593,600  

5981 東京製綱 5,500 1,655.00 9,102,500  

5988 パイオラックス 12,300 3,130.00 38,499,000  

6013 タクマ 26,000 1,124.00 29,224,000  

6250 やまびこ 14,800 1,364.00 20,187,200  

6256 ニューフレアテクノロジー 1,700 6,410.00 10,897,000  

6284 日精エー・エス・ビー機械 2,600 3,865.00 10,049,000  

6340 澁谷工業 6,700 3,420.00 22,914,000  

6406 フジテック 22,600 1,515.00 34,239,000  

6420 福島工業 4,800 4,795.00 23,016,000  
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6432 竹内製作所 14,200 2,134.00 30,302,800  

6440 ＪＵＫＩ 12,200 1,694.00 20,666,800  

6463 ＴＰＲ 8,700 3,620.00 31,494,000  

6474 不二越 78,000 635.00 49,530,000  

6486 イーグル工業 8,400 1,929.00 16,203,600  

6508 明電舎 71,000 396.00 28,116,000  

6624 田淵電機 11,800 351.00 4,141,800  

6638 ミマキエンジニアリング 6,900 868.00 5,989,200  

6651 日東工業 11,400 1,784.00 20,337,600  

6670 ＭＣＪ 13,500 1,172.00 15,822,000  

6727 ワコム 60,200 375.00 22,575,000  

6750 エレコム 6,700 2,375.00 15,912,500  

6751 日本無線 4,700 1,455.00 6,838,500  

6754 アンリツ 56,500 996.00 56,274,000  

6786 ＲＶＨ 4,100 731.00 2,997,100  

6789 ローランド　ディー．ジー． 3,900 2,732.00 10,654,800  

6794 フォスター電機 9,100 1,978.00 17,999,800  

6796 クラリオン 40,000 425.00 17,000,000  

6844 新電元工業 30,000 606.00 18,180,000  

6871 日本マイクロニクス 13,500 1,144.00 15,444,000  

6877 ＯＢＡＲＡ　ＧＲＯＵＰ 4,500 6,160.00 27,720,000  

6908 イリソ電子工業 3,300 9,290.00 30,657,000  

6911 新日本無線 6,600 689.00 4,547,400  

6920 レーザーテック 17,100 1,637.00 27,992,700  

6951 日本電子 28,000 637.00 17,836,000  

6961 エンプラス 3,500 3,560.00 12,460,000  

7280 ミツバ 14,300 2,120.00 30,316,000  

7739 キヤノン電子 7,100 2,258.00 16,031,800  

5949 ユニプレス 14,900 2,751.00 40,989,900  

7014 名村造船所 23,300 672.00 15,657,600  

7220 武蔵精密工業 9,100 3,235.00 29,438,500  

7224 新明和工業 31,800 962.00 30,591,600  

7230 日信工業 17,300 1,869.00 32,333,700  

7245 大同メタル工業 9,700 1,017.00 9,864,900  

7246 プレス工業 41,200 525.00 21,630,000  

7256 河西工業 10,500 1,445.00 15,172,500  

7296 エフ・シー・シー 12,700 2,349.00 29,832,300  

7408 ジャムコ 4,500 2,693.00 12,118,500  

7716 ナカニシ 9,800 4,460.00 43,708,000  

7729 東京精密 15,000 3,810.00 57,150,000  

8050 セイコーホールディングス 55,000 477.00 26,235,000  

2706 ブロッコリー 14,000 1,094.00 15,316,000  

7820 ニホンフラッシュ 3,700 1,495.00 5,531,500  

7839 ＳＨＯＥＩ 4,600 3,060.00 14,076,000  

7915 日本写真印刷 13,600 3,065.00 41,684,000  

9037 ハマキョウレックス 5,000 2,749.00 13,745,000  

9069 センコーグループホールディングス 36,800 742.00 27,305,600  

9110 ＮＳユナイテッド海運 35,000 233.00 8,155,000  

9115 明治海運 6,900 409.00 2,822,100  

9058 トランコム 3,000 5,510.00 16,530,000  

9375 近鉄エクスプレス 13,900 1,897.00 26,368,300  

2138 クルーズ 3,100 2,998.00 9,293,800  

2317 システナ 6,100 2,212.00 13,493,200  

3649 ファインデックス 5,700 925.00 5,272,500  

3654 ヒト・コミュニケーションズ 1,700 2,044.00 3,474,800  

3657

ポールトゥウィン・ピットクルーホール

ディングス 5,500 1,539.00 8,464,500  

3662 エイチーム 5,200 2,977.00 15,480,400  

3676 ハーツユナイテッドグループ 4,000 1,783.00 7,132,000  

3844 コムチュア 1,300 4,945.00 6,428,500  

3857 ラック 5,800 1,475.00 8,555,000  

4344 ソースネクスト 4,600 619.00 2,847,400  

4686 ジャストシステム 12,400 1,639.00 20,323,600  

4825 ウェザーニューズ 2,600 3,460.00 8,996,000  

4839 ＷＯＷＯＷ 4,800 3,080.00 14,784,000  

7844 マーベラス 12,900 1,151.00 14,847,900  

7860

エイベックス・グループ・ホールディング

ス 14,100 1,460.00 20,586,000  

9419 ワイヤレスゲート 3,500 1,460.00 5,110,000  

9422 コネクシオ 6,700 1,971.00 13,205,700  
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9438 エムティーアイ 10,200 696.00 7,099,200  

9468 カドカワ 22,200 1,397.00 31,013,400  

2751 テンポスバスターズ 2,000 1,923.00 3,846,000  

3053 ペッパーフードサービス 2,600 4,350.00 11,310,000  

3107 ダイワボウホールディングス 65,000 413.00 26,845,000  

7599 ＩＤＯＭ 20,600 666.00 13,719,600  

7613 シークス 5,500 4,490.00 24,695,000  

8020 兼松 163,000 237.00 38,631,000  

8051 山善 29,400 1,132.00 33,280,800  

8074 ユアサ商事 7,200 3,430.00 24,696,000  

9882 イエローハット 7,200 2,918.00 21,009,600  

2681 ゲオホールディングス 12,800 1,202.00 15,385,600  

2726 パルグループホールディングス 3,900 3,170.00 12,363,000  

2742 ハローズ 3,400 2,346.00 7,976,400  

2764 ひらまつ 10,500 641.00 6,730,500  

3034 クオール 8,700 1,738.00 15,120,600  

3046 ジンズ 5,200 6,160.00 32,032,000  

3085 アークランドサービスホールディングス 6,400 1,889.00 12,089,600  

3093 トレジャー・ファクトリー 2,100 803.00 1,686,300  

3179 シュッピン 2,900 2,050.00 5,945,000  

3341 日本調剤 2,700 3,630.00 9,801,000  

3387

クリエイト・レストランツ・ホールディン

グス 20,500 1,073.00 21,996,500  

4350 メディカルシステムネットワーク 8,700 493.00 4,289,100  

7419 ノジマ 11,900 1,729.00 20,575,100  

7593 ＶＴホールディングス 34,500 551.00 19,009,500  

7606 ユナイテッドアローズ 10,200 3,400.00 34,680,000  

7611 ハイデイ日高 8,400 2,894.00 24,309,600  

7618 ピーシーデポコーポレーション 10,100 600.00 6,060,000  

8214 ＡＯＫＩホールディングス 15,300 1,423.00 21,771,900  

9842 アークランドサカモト 13,000 1,507.00 19,591,000  

9974 ベルク 4,500 4,985.00 22,432,500  

9990 サックスバー　ホールディングス 7,200 1,222.00 8,798,400  

7173 東京ＴＹフィナンシャルグループ 11,100 3,075.00 34,132,500  

8545 関西アーバン銀行 10,700 1,337.00 14,305,900  

7148 ＦＰＧ 27,400 1,202.00 32,934,800  

8609 岡三証券グループ 66,000 734.00 48,444,000  

8624 いちよし証券 17,100 926.00 15,834,600  

8706 極東証券 10,300 1,524.00 15,697,200  

8707 岩井コスモホールディングス 7,200 1,256.00 9,043,200  

8739 スパークス・グループ 40,400 213.00 8,605,200  

8423 アクリーティブ 6,300 383.00 2,412,900  

8425 興銀リース 14,400 2,644.00 38,073,600  

8771 イー・ギャランティ 2,300 2,670.00 6,141,000  

2353 日本駐車場開発 92,400 163.00 15,061,200  

3244 サムティ 6,200 1,500.00 9,300,000  

3254 プレサンスコーポレーション 11,800 1,503.00 17,735,400  

3258 ユニゾホールディングス 6,300 2,565.00 16,159,500  

3276 日本管理センター 5,500 1,322.00 7,271,000  

3284 フージャースホールディングス 9,900 993.00 9,830,700  

8860 フジ住宅 9,700 744.00 7,216,800  

8890 レーサム 5,600 981.00 5,493,600  

8892 日本エスコン 13,300 499.00 6,636,700  

8897 タカラレーベン 32,900 493.00 16,219,700  

8909 シノケングループ 4,300 2,578.00 11,085,400  

8922 日本アセットマーケティング 59,900 131.00 7,846,900  

8923 トーセイ 10,500 781.00 8,200,500  

8934 サンフロンティア不動産 8,300 1,118.00 9,279,400  

2124 ジェイエイシーリクルートメント 5,000 1,811.00 9,055,000  

2146 ＵＴグループ 6,800 2,028.00 13,790,400  

2157 コシダカホールディングス 3,900 3,075.00 11,992,500  

2159 フルスピード 2,600 1,020.00 2,652,000  

2174 ＧＣＡ 7,200 1,042.00 7,502,400  

2175 エス・エム・エス 11,500 3,380.00 38,870,000  

2183 リニカル 4,800 1,820.00 8,736,000  

2362 夢真ホールディングス 18,000 757.00 13,626,000  

2427 アウトソーシング 5,200 5,560.00 28,912,000  

2429 ワールドホールディングス 2,400 2,676.00 6,422,400  

2461 ファンコミュニケーションズ 20,600 1,003.00 20,661,800  

2492 インフォマート 34,400 830.00 28,552,000  
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2749 ＪＰホールディングス 23,300 292.00 6,803,600  

4290 プレステージ・インターナショナル 15,300 1,199.00 18,344,700  

4301 アミューズ 4,500 2,971.00 13,369,500  

4668 明光ネットワークジャパン 9,300 1,507.00 14,015,100  

4848 フルキャストホールディングス 8,400 1,372.00 11,524,800  

4849 エン・ジャパン 8,400 2,971.00 24,956,400  

6055 ジャパンマテリアル 5,900 1,960.00 11,564,000  

6071 ＩＢＪ 6,300 770.00 4,851,000  

8920 東祥 2,300 5,230.00 12,029,000  

9678 カナモト 11,300 3,785.00 42,770,500  

9699 西尾レントオール 6,600 3,655.00 24,123,000  

9728 日本管財 6,900 1,958.00 13,510,200  

9743 丹青社 14,000 1,084.00 15,176,000  

 合   計 3,623,600 ― 3,525,381,600  

 

（２）株式以外の有価証券

該当事項はありません。

第２　信用取引契約残高明細表

該当事項はありません。

 

第３　デリバティブ取引及び為替予約取引の契約額等及び時価の状況表

該当事項はありません。
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２【ファンドの現況】

＜更新後＞
【純資産額計算書】

平成29年7月31日現在

（単位：円）

Ⅰ 資 産 総 額 3,575,707,827  

Ⅱ 負 債 総 額 26,998,277  

Ⅲ 純資産総額（Ⅰ－Ⅱ） 3,548,709,550  

Ⅳ 発 行 済 口 数 262,862 口

Ⅴ １口当たり純資産価額（Ⅲ／Ⅳ） 13,500  
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第三部【委託会社等の情報】
第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

（１）資本金の額等

＜更新後＞

平成29年７月末現在、資本金は2,000百万円です。なお、発行可能株式総数は400,000株であり、

211,581株を発行済です。最近５年間における資本金の額の増減はありません。

 

２【事業の内容及び営業の概況】

＜更新後＞

「投資信託及び投資法人に関する法律」に定める投資信託委託会社である委託会社は、証券投資信

託の設定を行うとともに「金融商品取引法」に定める金融商品取引業者としてその運用（投資運用

業）等を行っています。また「金融商品取引法」に定める投資助言業務を行っています。

平成29年７月31日現在における委託会社の運用する証券投資信託は以下の通りです。（親投資信託

を除きます。）

 

商品分類
本　数 純資産総額
（本） （百万円）

追加型株式投資信託 824 10,899,072

追加型公社債投資信託 16 1,409,840

単位型株式投資信託 52 390,995

単位型公社債投資信託 1 6,385

合　計 893 12,706,291

 

なお、純資産総額の金額については、百万円未満の端数を四捨五入して記載しておりますので、表

中の個々の数字の合計と合計欄の数字とは一致しないことがあります。
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３【委託会社等の経理状況】
＜更新後＞
（１）財務諸表の作成方法について
委託会社である三菱ＵＦＪ国際投信株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表は、「財務諸表
等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令第59号）」（以下「財務諸表等規則」
という。）第2条の規定により、財務諸表等規則及び「金融商品取引業等に関する内閣府令（平成19年
内閣府令第52号）」に基づき作成しております。
財務諸表に掲載している金額については、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 
（２）監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、第32期事業年度（自 平成28年4月1日 至

平成29年3月31日）の財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けております。
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(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

 
第31期

(平成28年3月31日現在)

第32期

(平成29年3月31日現在)

(資産の部)       

流動資産       

　現金及び預金  ※2 80,707,781  ※2 69,212,680

　有価証券   2,728,127   36,210

　前払費用   402,267   337,699

　未収入金   14,286   35,896

　未収委託者報酬   11,275,577   10,076,022

　未収収益  ※2 564,923  ※2 659,405

　繰延税金資産   491,700   446,374

　金銭の信託  ※2 30,000  ※2 30,000

　その他   438,012   113,754

流動資産合計   96,652,678   80,948,042

       

固定資産       

　有形固定資産       

　　建物  ※1 846,844  ※1 806,798

　　器具備品  ※1 768,584  ※1 759,446

　　土地   1,356,000   1,356,000

　　有形固定資産合計   2,971,428   2,922,245

無形固定資産       

　　電話加入権   15,822   15,822

　　ソフトウェア   1,813,951   1,844,549

　　ソフトウェア仮勘定   341,815   608,066

　　その他   71   10

　　無形固定資産合計   2,171,661   2,468,448

投資その他の資産       

　　投資有価証券   24,223,272   24,327,081

　　関係会社株式   320,136   320,136

　　長期差入保証金   686,446   654,402

　　前払年金費用   499,178   463,105

　　繰延税金資産   786,810   711,230

　　その他   51,090   50,235

　　貸倒引当金   △23,600   △23,600

　　投資その他の資産合計   26,543,335   26,502,592

固定資産合計   31,686,425   31,893,286

資産合計   128,339,103   112,841,328
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  (単位：千円)

 第31期

(平成28年3月31日現在)

第32期

(平成29年3月31日現在)

(負債の部)       

流動負債       

　預り金   199,091   166,493

　未払金       

　　未払収益分配金   101,046   108,024

　　未払償還金   821,178   547,707

　　未払手数料  ※2 4,866,423  ※2 4,225,009

　　その他未払金  ※2 2,521,849  ※2 2,355,815

　未払費用  ※2 3,419,978  ※2 3,061,479

　未払消費税等   370,110   351,670

　未払法人税等   947,540   756,668

　賞与引当金   882,523   843,729

　役員賞与引当金   ―   100,680

　その他   670,983   711,633

流動負債合計   14,800,725   13,228,909

       

固定負債       

　退職給付引当金   508,142   590,154

　役員退職慰労引当金   166,789   166,458

　時効後支払損引当金   257,105   253,070

固定負債合計   932,038   1,009,684

負債合計   15,732,763   14,238,594

       

(純資産の部)       

株主資本       

　資本金   2,000,131   2,000,131

　資本剰余金       

　　資本準備金   3,572,096   3,572,096

　　その他資本剰余金   41,160,616   41,160,616

　　資本剰余金合計   44,732,712   44,732,712

　利益剰余金       

　　利益準備金   342,589   342,589

　　その他利益剰余金       

　　　別途積立金   6,998,000   6,998,000

　　　繰越利益剰余金   57,079,782   43,034,713

　　利益剰余金合計   64,420,372   50,375,303

　株主資本合計   111,153,216   97,108,147
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  (単位：千円)

 第31期

(平成28年3月31日現在)

第32期

(平成29年3月31日現在)

評価・換算差額等       

　その他有価証券

　評価差額金

  1,446,576   1,494,586

　繰延ヘッジ損益   6,546   ―

　評価・換算差額等合計   1,453,123   1,494,586

純資産合計   112,606,339   98,602,734

負債純資産合計   128,339,103   112,841,328
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(2)【損益計算書】

  (単位：千円)

 

第31期

（自 平成27年4月1日

    至 平成28年3月31日）

第32期

（自 平成28年4月1日

    至 平成29年3月31日）

営業収益       

　委託者報酬   82,096,942   81,709,776

　投資顧問料   2,226,322   2,396,020

　その他営業収益   35,063   25,763

営業収益合計   84,358,328   84,131,560

営業費用       

　支払手数料  ※2 34,821,751  ※2 33,975,255

　広告宣伝費   742,632   731,771

　公告費   ―   482

　調査費       

　　調査費   1,642,352   1,713,892

　　委託調査費   14,530,744   13,961,993

　事務委託費   751,410   984,749

　営業雑経費       

　　通信費   122,574   158,915

　　印刷費   704,639   699,940

　　協会費   51,201   51,995

　　諸会費   7,730   9,887

　　事務機器関連費   1,674,745   1,611,608

　　その他営業雑経費   30,382   11,925

営業費用合計   55,080,164   53,912,419

一般管理費       

　給料       

　　役員報酬   280,681   331,997

　　給料・手当   5,948,603   6,496,165

　　賞与引当金繰入   882,523   843,729

　　役員賞与引当金繰入   ―   100,680

　福利厚生費   1,091,897   1,196,210

　交際費   17,062   14,843

　旅費交通費   212,578   233,159

　租税公課   264,376   422,030

　不動産賃借料   795,415   706,571

　退職給付費用   341,073   441,736

　役員退職慰労引当金繰入   34,369   48,393

　固定資産減価償却費   1,068,796   1,030,040

　諸経費   426,547   474,521

一般管理費合計   11,363,925   12,340,079

営業利益   17,914,238   17,879,061
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  (単位：千円)

 

第31期

（自 平成27年4月1日

    至 平成28年3月31日）

第32期

（自 平成28年4月1日

    至 平成29年3月31日）

営業外収益       

　受取配当金   235,697   243,048

　有価証券利息   523   0

　受取利息  ※2 15,142  ※2 4,601

　投資有価証券償還益   9,315   260,190

収益分配金等時効完成分   71,619   278,148

　その他   17,393   4,383

営業外収益合計   349,691   790,372

営業外費用       

　投資有価証券償還損   152,298   11,552

時効後支払損引当金繰入   98,891   ―

事務過誤費   421   218

その他   5,862   4,357

営業外費用合計   257,473   16,128

経常利益   18,006,455   18,653,304

特別利益       

　投資有価証券売却益   424,605   259,137

　ゴルフ会員権売却益   1,300   ―

特別利益合計   425,905   259,137

特別損失       

　投資有価証券売却損   52,623   42,248

　デリバティブ解約損   ―   126,228

 有価証券評価損   67,284   ―

 投資有価証券評価損   18,539   157,482

　固定資産除却損  ※1 1,305  ※1 13,540

　減損損失  ※3 42,073  ※3 48,575

　合併関連費用   829,181   ―

特別損失合計   1,011,007   388,075

税引前当期純利益   17,421,353   18,524,367

法人税、住民税及び事業税  ※2 5,796,941  ※2 5,658,953

法人税等調整額   △1,035,591   103,169

法人税等合計   4,761,350   5,762,122

当期純利益   12,660,003   12,762,244
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(3)【株主資本等変動計算書】
　　　第31期（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

(単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計資本

準備金

その他

資本剰余金

資本

剰余金合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 2,000,131 222,096 ― 222,096 342,589 6,998,000 48,527,422 55,868,012 58,090,240

当期変動額          

剰余金の配当       △4,107,643 △4,107,643 △4,107,643

当期純利益       12,660,003 12,660,003 12,660,003

合併による増加  3,350,000 41,160,616 44,510,616     44,510,616

株主資本以外の

項目の当期変動額

(純額)

         

当期変動額合計 ― 3,350,000 41,160,616 44,510,616 ― ― 8,552,359 8,552,359 53,062,976

当期末残高 2,000,131 3,572,096 41,160,616 44,732,712 342,589 6,998,000 57,079,782 64,420,372 111,153,216

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 2,300,727 ― 2,300,727 60,390,967

当期変動額     

剰余金の配当    △4,107,643

当期純利益    12,660,003

合併による増加 903,495 △148,745 754,749 45,265,365

株主資本以外の

項目の当期変動額

(純額)

△1,757,645 155,292 △1,602,353 △1,602,353

当期変動額合計 △854,150 6,546 △847,604 52,215,371

当期末残高 1,446,576 6,546 1,453,123 112,606,339
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　　　第32期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

(単位：千円)

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計資本

準備金

その他

資本剰余金

資本

剰余金合計

利益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途

積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 2,000,131 3,572,096 41,160,616 44,732,712 342,589 6,998,000 57,079,782 64,420,372 111,153,216

当期変動額          

剰余金の配当       △26,807,312 △26,807,312 △26,807,312

当期純利益       12,762,244 12,762,244 12,762,244

株主資本以外の

項目の当期変動額

(純額)

         

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― △14,045,068 △14,045,068 △14,045,068

当期末残高 2,000,131 3,572,096 41,160,616 44,732,712 342,589 6,998,000 43,034,713 50,375,303 97,108,147

 

 

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計

当期首残高 1,446,576 6,546 1,453,123 112,606,339

当期変動額     

剰余金の配当    △26,807,312

当期純利益    12,762,244

株主資本以外の

項目の当期変動額

(純額)

48,009 △6,546 41,462 41,462

当期変動額合計 48,009 △6,546 41,462 △14,003,605

当期末残高 1,494,586 ― 1,494,586 98,602,734
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[注記事項]
（重要な会計方針）
1.有価証券の評価基準及び評価方法
(1)子会社株式及び関連会社株式

　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
(2)その他有価証券

　　　時価のあるもの
　　　　決算日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定)を採用しております。
　　　時価のないもの
　　　　移動平均法による原価法を採用しております。
2.デリバティブ等の評価基準及び評価方法

時価法を採用しております。
3.固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産

定率法を採用しております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除
く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法を採用し
ております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建物            5年～50年

器具備品        2年～20年

(2)無形固定資産
　　　　定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年)に基づく定額法を採用
しております。

4.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。

5.引当金の計上基準
(1)貸倒引当金

貸付金等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権
等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金
従業員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3)役員賞与引当金
役員賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(4)退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。

　　　　①退職給付見込額の期間帰属方法
　　　　　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。
　　　　②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額
法により費用処理することとしております。
数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主として10
年）による定額法により、発生した事業年度の翌期から費用処理することとしております。
 
（追加情報）
　当社では退職給付制度を統合するため、平成28年９月21日に確定給付企業年金制度、退職一時金
制度、確定拠出年金制度を改定し、同年10月１日より退職一時金制度、確定拠出年金制度を柱とし
た新制度に移行しております。この移行に伴い「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企
業会計基準委員会 平成14年１月31日 企業会計基準適用指針第１号）及び「退職給付制度間の移行

等の会計処理に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会 平成19年２月７日 実務対応報告第

２号）を適用しております。
　なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。

(5)役員退職慰労引当金
       役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

(6)時効後支払損引当金

EDINET提出書類

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社(E11518)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

29/49



       時効成立のため利益計上した収益分配金及び償還金について、受益者からの今後の支払請求に備え

るため、過去の支払実績に基づく将来の支払見込額を計上しております。
6.ヘッジ会計の方法
(1)ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。
(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…株式指数先物
ヘッジ対象…投資有価証券

(3)ヘッジ方針
株価変動リスクの低減のため、対象資産の範囲内でヘッジを行っております。

(4)ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ開始から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を
比較し、両者の変動額等を基礎にして判断しております。

7.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
(1)消費税等の会計処理

税抜方式を採用しており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事業年度の費用として処理して
おります。

(2)連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

 
[会計方針の変更]
　（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）
　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実
務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当事業年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属
設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。
　なお、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益に与える影響は軽微であります。
 
　[追加情報]
　（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）
　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を
当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表関係）
 　※1.有形固定資産の減価償却累計額

 
第31期

(平成28年3月31日現在)

第32期

(平成29年3月31日現在)

建物 467,206千円 539,649千円

器具備品 897,207千円 1,029,950千円

 
 　※2.関係会社に対する主な資産・負債
　　区分掲記した以外で各科目に含まれるものは次の通りであります。

 
第31期

(平成28年3月31日現在)

第32期

(平成29年3月31日現在)

預金 43,128,360千円 47,798,472千円

未収収益 52,753千円 46,963千円

金銭の信託 30,000千円 30,000千円

未払手数料 2,612,168千円 1,993,055千円

その他未払金 2,296,632千円 2,071,256千円

未払費用 442,340千円 456,748千円

 
（損益計算書関係）
 ※1.固定資産除却損の内訳

 

第31期

（自 平成27年4月1日

    至 平成28年3月31日）

第32期

（自 平成28年4月1日

    至 平成29年3月31日）

建物 254千円 2,392千円

器具備品 1,051千円 7,791千円

ソフトウェア － 3,356千円

計 1,305千円 13,540千円

 
※2.関係会社に対する主な取引

　　区分掲記した以外で各科目に含まれるものは次の通りであります。

 

第31期

（自 平成27年4月1日

    至 平成28年3月31日）

第32期

（自 平成28年4月1日

    至 平成29年3月31日）

支払手数料 15,120,269千円 13,862,465千円

受取利息 12,609千円 4,375千円

法人税、住民税及び事業税 3,980,844千円 4,204,969千円
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※3.減損損失
当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。
 
第31期（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

場所 用途 種類 減損損失

静岡県裾野市 遊休資産（不動産） 土地 35,031千円

東京都千代田区（本社） 遊休資産（美術品） 器具備品 7,041千円

 
当社は資産運用業の単一セグメントであるため、事業用資産に区別はなく、全社を1つのグルーピング
としております。遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
前事業年度において、事業の用に供していない遊休資産のうち、時価が著しく下落した資産グループ
の帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。
なお、当資産グループの回収可能価額は正味売却価額により測定しており、土地、美術品については
外部鑑定評価額により評価しております。
 
第32期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

場所 用途 種類 減損損失

東京都千代田区（本社） 自社利用ソフトウェア
（遊休資産）

ソフトウェア
仮勘定

48,575千円

 
当社は資産運用業の単一セグメントであるため、事業用資産に区別はなく、全社を1つのグルーピング
としております。遊休資産については個別資産ごとにグルーピングを行っております。
当事業年度において、将来の使用見込みがなくなった自社利用ソフトウェアについて、帳簿価額を回
収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しました。
なお、回収可能価額として使用価値を用いておりますが、将来の使用見込みがないため、使用価値は
零としております。

 
（株主資本等変動計算書関係）
第31期（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
当事業年度期首

株式数　(株)

当事業年度増加

株式数　(株)

当事業年度減少

株式数　(株)

当事業年度末

株式数　(株)

発行済株式     

普通株式（注） 124,098 87,483 － 211,581

合計 124,098 87,483 － 211,581

（注）普通株式の発行済株式総数の増加は、平成27年7月1日に、国際投信投資顧問株式会社との間で吸
収合併方式による経営統合を行ない、同社の普通株式1株に対して当社の普通株式10.0497株を交
付したことによる増加であります。
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2.配当に関する事項
(1)配当金支払額
平成27年6月30日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

① 配当金の総額 4,107,643千円

② １株当たり配当額 33,100円

③ 基準日 平成27年3月31日

④ 効力発生日 平成27年6月30日

 
(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
平成28年6月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

① 配当金の総額 26,807,312千円

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 126,700円

④ 基準日 平成28年3月31日

⑤ 効力発生日 平成28年6月29日

 
第32期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

 当事業年度期首

株式数　(株)

当事業年度増加

株式数　(株)

当事業年度減少

株式数　(株)

当事業年度末

株式数　(株)

発行済株式     

普通株式 211,581 － － 211,581

合計 211,581 － － 211,581

　
2.配当に関する事項

(1)配当金支払額
平成28年6月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

① 配当金の総額 26,807,312千円

② １株当たり配当額 126,700円

③ 基準日 平成28年3月31日

④ 効力発生日 平成28年6月29日

 
(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの
平成29年6月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

① 配当金の総額 26,595,731千円

② 配当の原資 利益剰余金

③ １株当たり配当額 125,700円

④ 基準日 平成29年3月31日

⑤ 効力発生日 平成29年6月29日
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（リース取引関係）
〈借主側〉
オペレーティング・リース取引
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

 
第31期

（平成28年3月31日現在）

第32期

（平成29年3月31日現在）

1年内 678,116千円 678,116千円

1年超 2,651,815千円 1,973,699千円

合計 3,329,932千円 2,651,815千円

 
（金融商品関係）
1.金融商品の状況に関する事項
(1)金融商品に対する取組方針

資金運用については銀行預金、譲渡性預金または投資信託に限定しており、金融機関からの資金調
達は行っておりません。デリバティブ取引は、後述するリスクを回避するために利用しており、投機
的な取引は行わない方針であります。

(2)金融商品の内容及びそのリスク
投資有価証券は主として投資信託であり、価格変動リスクに晒されております。

(3)金融商品に係るリスク管理体制
内部管理規程に従って月次でリスク資本を認識し、経営会議に報告しております。なお、一部の投

資信託の価格変動リスクに対して、デリバティブ取引を利用してヘッジしております。
(4)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条
件等を採用することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取
引関係」におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引
に係る市場リスクを示すものではありません。
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2.金融商品の時価等に関する事項
貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す

ることが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません（（注２）参照）。
 

第31期(平成28年3月31日現在)

  
貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 80,707,781 80,707,781 －

(2) 有価証券 2,728,127 2,728,127 －

(3) 未収委託者報酬 11,275,577 11,275,577 －

(4) 投資有価証券 24,054,542 24,054,542 －

 資産計 118,766,029 118,766,029 －

(1) 未払手数料 4,866,423 4,866,423 －

 負債計 4,866,423 4,866,423 －

 デリバティブ取引（※） (3,459) (3,459) －

※デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については(　)で表示しております。
 

第32期(平成29年3月31日現在)

  
貸借対照表

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 69,212,680 69,212,680 －

(2) 有価証券 36,210 36,210 －

(3) 未収委託者報酬 10,076,022 10,076,022 －

(4) 投資有価証券 24,189,921 24,189,921 －

 資産計 103,514,834 103,514,834 －

(1) 未払手数料 4,225,009 4,225,009 －

 負債計 4,225,009 4,225,009 －

 
（注1）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
資　産
(1)現金及び預金、(3)未収委託者報酬

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

(2)有価証券、(4)投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、投資信託は基準価額によっておりま

す。
負　債
(1)未払手数料

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって
おります。

デリバティブ取引
注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照ください。
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（注2）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

  （単位：千円）

区分
第31期

(平成28年3月31日現在)

第32期

(平成29年3月31日現在)

非上場株式 168,730 137,160

子会社株式 160,600 160,600

関連会社株式 159,536 159,536

非上場株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、「(4) 投資有価

証券」には含めておりません。
また、子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められ

るため、記載しておりません。
 
（注3）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額

第31期(平成28年3月31日現在)   （単位：千円）

 1年以内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 80,707,781 － － －

未収委託者報酬 11,275,577 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券のうち満期があるもの     

　　投資信託 2,728,127 9,234,321 9,756,778 5,050

合計 94,711,487 9,234,321 9,756,778 5,050

 

第32期(平成29年3月31日現在)   （単位：千円）

 1年以内
1年超

5年以内

5年超

10年以内
10年超

現金及び預金 69,212,680 － － －

未収委託者報酬 10,076,022 － － －

有価証券及び投資有価証券     

　その他有価証券のうち満期があるもの     

　　投資信託 36,210 10,703,761 8,324,138 45,606

合計 79,324,912 10,703,761 8,324,138 45,606

 
（有価証券関係）
1.子会社株式及び関連会社株式

子会社株式及び関連会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式160,600千円、関連会社株
式159,536千円、前事業年度の貸借対照表計上額は子会社株式160,600千円、関連会社株式159,536千円）
は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められるため、記載しておりません。
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2.その他有価証券
第31期(平成28年3月31日現在)

 種類
貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）
差額（千円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

株式 113,875 30,541 83,333

債券 － － －

その他 19,085,937 16,697,402 2,388,535

小計 19,199,812 16,727,944 2,471,868

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

株式 － － －

債券 － － －

その他 7,582,857 7,969,134 △386,277

小計 7,582,857 7,969,134 △386,277

合計 26,782,669 24,697,079 2,085,590

 

第32期(平成29年3月31日現在)

 種類
貸借対照表計上額

（千円）

取得原価

（千円）
差額（千円）

貸借対照表計上額が

取得原価を超えるも

の

株式 － － －

債券 － － －

その他 17,778,798 15,302,336 2,476,461

小計 17,778,798 15,302,336 2,476,461

貸借対照表計上額が

取得原価を超えない

もの

株式 － － －

債券 － － －

その他 6,447,333 6,769,569 △322,236

小計 6,447,333 6,769,569 △322,236

合計 24,226,131 22,071,906 2,154,225

 
3.売却したその他有価証券
第31期（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

株式 － － －

債券 － － －

その他 5,649,814 424,605 52,623

合計 5,649,814 424,605 52,623

 
第32期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

種類 売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円）

株式 122,688 82,146 21,570

債券 － － －

その他 3,439,009 176,991 20,678

合計 3,561,698 259,137 42,248
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4.減損処理を行った有価証券
前事業年度において、有価証券について85,823千円（その他有価証券のその他85,823千円）減損処理

を行っております。
当事業年度において、有価証券について157,482千円（その他有価証券のその他157,482千円）減損処

理を行っております。
なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合、及び30％

以上50％未満下落し、回復可能性等の合理的反証がない場合に行っております。
 
（デリバティブ取引関係）
第31期（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

1.ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引
重要な取引はありません。
2.ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

（単位：千円）

ヘッジ会計
の方法

取引の種類 主なヘッジ対象 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価

原則的処理
方法

株式指数先物取引
　売建

投資有価証券
 

945,410
 
－

 
△3,459

合計 945,410 － △3,459

（注）時価の算定方法
　　　大阪取引所が定める清算指数によっております。
 
第32期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

　重要な取引はありません。
 
（退職給付関係）
1.採用している退職給付制度の概要

当社は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制度（積立型制度）及び退職一時金制度（非積立
型制度）を設けております。また確定拠出型の制度として、確定拠出年金制度を設けております。

 
2.確定給付制度
　(1)退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 

第31期

（自 平成27年4月1日

　　 至 平成28年3月31日）

 

第32期

（自 平成28年4月1日

　　 至 平成29年3月31日）

退職給付債務の期首残高 263,476 千円  2,997,931 千円

　勤務費用 135,457   199,166  

　利息費用 19,818   22,711  

数理計算上の差異の発生額 113,714   △40,934  

退職給付の支払額 △159,115   △183,403  

過去勤務費用の発生額 －   653,618  

　合併による増加 2,624,579   －  

退職給付債務の期末残高 2,997,931   3,649,089  
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(2)年金資産の期首残高と期末残高の調整表

 第31期

（自 平成27年4月1日

　　 至 平成28年3月31日）

 第32期

（自 平成28年4月1日

　　 至 平成29年3月31日）

年金資産の期首残高 196,439 千円  2,678,827 千円

　期待運用収益 35,926   47,553  

　数理計算上の差異の発生額 △111,449   7,066  

　事業主からの拠出額 210,960   107,823  

　退職給付の支払額 △139,379   △142,532  

　合併による増加 2,486,329   －  

年金資産の期末残高 2,678,827   2,698,738  

 

(3)退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金及び前払年金
　 費用の調整表

 第31期

(平成28年3月31日現在)

 第32期

(平成29年3月31日現在)

積立型制度の退職給付債務 2,422,447 千円  3,471,120 千円

年金資産 △2,678,827   △2,698,738  

 △256,380   772,381  

非積立型制度の退職給付債務 575,484   177,969  

未積立退職給付債務 319,103   950,350  

未認識数理計算上の差異 △310,139   △207,810  

未認識過去勤務費用 －   △615,490  

貸借対照表に計上された負債と資産
の純額

8,964   127,049  

      

退職給付引当金 508,142   590,154  

前払年金費用 △499,178   △463,105  

貸借対照表に計上された負債と資産
の純額

8,964   127,049  

 
(4)退職給付費用及びその内訳項目の金額

 

第31期

（自 平成27年4月1日

　　 至 平成28年3月31日）

 

第32期

（自 平成28年4月1日

　　 至 平成29年3月31日）

勤務費用 135,457 千円  199,166 千円

利息費用 19,818   22,711  

期待運用収益 △35,926   △47,553  

数理計算上の差異の費用処理額 13,847   54,327  

過去勤務費用の費用処理額 －   38,127  

その他 65,395   28,533  

確定給付制度に係る退職給付費用 198,592   295,314  

　（注）「その他」は受入出向者に係る出向元への退職給付費用負担額等です。
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(5)年金資産に関する事項
　①年金資産の主な内訳
　　年金資産合計に対する主な分類ごとの比率は、次のとおりであります。

 
第31期

(平成28年3月31日現在)
 

第32期

(平成29年3月31日現在)

　債券 58.1 ％  62.9 ％

　株式 35.5   33.3  

　その他 6.3   3.7  

　　　合計 100   100  

 
　　②長期期待運用収益率の設定方法
　　　　年金資産の長期期待運用収益率を決定するため、現在及び予想される年金資産の配分と年金資
　　　産を構成する多様な資産からの現在及び将来期待される長期の収益率を考慮しております。

 
 (6)数理計算上の計算基礎に関する事項

　　主要な数理計算上の計算基礎

 第31期

(平成28年3月31日現在)

 第32期

(平成29年3月31日現在)

　割引率 0.077～0.71％   0.061～0.90％  

　長期期待運用収益率 1.5～1.8％   1.5～1.8％  

 
3.確定拠出制度
当社の確定拠出制度への要拠出額は、前事業年度142,480千円、当事業年度146,421千円であります。
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（税効果会計関係）
1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　
第31期

(平成28年3月31日現在)
 

第32期

(平成29年3月31日現在)

繰延税金資産    

　減損損失  475,116 千円   455,165 千円

　投資有価証券評価損  238,391    242,551  

　ゴルフ会員権評価損  295    295  

　未払事業税  185,473    124,367  

　賞与引当金  272,346    260,374  

　役員賞与引当金  －    11,509  

　役員退職慰労引当金  51,071    50,969  

　退職給付引当金  155,593    180,726  

　減価償却超過額  29,059    19,277  

　委託者報酬  204,395    217,902  

　長期差入保証金  6,344    14,803  

　時効後支払損引当金  78,725    77,490  

連結納税適用による時価評価  309,675    236,450  

　その他  69,525    68,614  

繰延税金資産　小計  2,076,013    1,960,499  

評価性引当額  －    －  

繰延税金資産　合計  2,076,013    1,960,499  
        

繰延税金負債        

未収配当金  △1,228    －  

前払年金費用  △152,848    △141,802  

連結納税適用による時価評価  △1,516    △1,447  

　その他有価証券評価差額金  △639,013    △659,638  

繰延ヘッジ損益  △2,889    －  

　その他  △6    △3  

繰延税金負債　合計  △797,502    △802,893  

        

繰延税金資産の純額  1,278,511    1,157,605  
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2.法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

 第31期

(平成28年3月31日現在)

 第32期

(平成29年3月31日現在)

法定実効税率 33.06 %  法定実効税率と税効果会計
適用後の法人税等の負担率
との差が法定実効税率の100
分の5以下であるため注記を
省略しております。
 

 
 
 

 

（調整）     

評価性引当額の減少  △6.34   

税率変更による期末繰延税金資産
の減額修正

 
0.59

  

その他  0.02   

税効果会計適用後の法人税等の負
担率

 
27.33

  

     

 
（セグメント情報等）
[セグメント情報]
第31期（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）及び第32期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 
[関連情報]
第31期（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）及び第32期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

1.製品及びサービスごとの情報
　　単一の製品・サービスの区分の外部顧客への営業収益が損益計算書の営業収益の90％を超えるため、
記載を省略しております。

 
2.地域ごとの情報
（1）営業収益

　　　　投資信託の受益者の情報を制度上把握していないため、記載を省略しております。
（2）有形固定資産

　　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。
 
3.主要な顧客ごとの情報

投資信託の受益者の情報を制度上把握していないため、記載を省略しております。
 
[報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報]
 当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 
[報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報]
 当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
 
[報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報]
 当社は、資産運用業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。
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(関連当事者情報)
1.関連当事者との取引
(1) 財務諸表提出会社の親会社及び主要株主等

第31期（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

種

類

会社等の

名称
所在地 資本金

事業の

内容

議決権等

の所有

(被所有)

割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親

会

社

㈱三菱

UFJフィナン

シャル・

グループ

東京都

千代田

区

2,141,513

百万円

銀行持株

会社業

 

被所有

間接

100.0％

 

連結納税

 

役員の兼任

連結納税に

伴う支払

3,980,844

千円

その他未払

金

2,296,632

千円

親

会

社

三菱UFJ

信託銀行㈱

東京都

千代田

区

324,279

百万円

信託業、

銀行業

被所有

直接

51.0％

当社投資信託の

募集の取扱及び

投資信託に係る

事務代行の委託

等

 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払

5,895,622

千円

未払手数料 805,721

千円

 

     事務所の賃借 事務所賃借料

 

 

長期差入保証金

の返還

 

223,695

千円

 

885,549

千円

  

     投資の助言

 

役員の兼任

 

投資助言料 515,287

千円

 

未払費用 319,698

千円

主

要

株

主

㈱三菱東京

UFJ銀行

東京都

千代田

区

1,711,958

百万円

銀行業 被所有

直接

15.0％

当社投資信託の

募集の取扱及び

投資信託に係る

事務代行の委託

等

 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払

9,224,647

千円

 

 

 

 

未払手数料 1,806,446

千円

 

     取引銀行 コーラブル預金

の預入

 

35,000,000

千円

現金及び

預金

35,000,000

千円

      コーラブル預金

に係る受取利息

9,263

千円

未収収益 2,372

千円
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第32期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

種

類

会社等の

名称
所在地 資本金

事業の

内容

議決権等

の所有

(被所有)

割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

親

会

社

㈱三菱

UFJフィナン

シャル・

グループ

東京都

千代田

区

2,141,513

百万円

銀行持株

会社業

 

被所有

間接

100.0％

 

連結納税

 

役員の兼任

連結納税に

伴う支払

4,204,969

千円

その他未払

金

2,071,256

千円

親

会

社

三菱UFJ

信託銀行㈱

東京都

千代田

区

324,279

百万円

信託業、

銀行業

被所有

直接

51.0％

当社投資信託の

募集の取扱及び

投資信託に係る

事務代行の委託

等

 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払

5,983,874

千円

未払手数料 716,117

千円

 

     投資の助言

 

役員の兼任

 

投資助言料 662,992

千円

 

未払費用 352,297

千円

          

主

要

株

主

㈱三菱東京

UFJ銀行

東京都

千代田

区

1,711,958

百万円

銀行業 被所有

直接

15.0％

当社投資信託の

募集の取扱及び

投資信託に係る

事務代行の委託

等

 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払

7,878,591

千円

 

 

 

 

未払手数料 1,276,937

千円

 

          

          

          

          

          

 
（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
　　　連結納税については、連結納税制度に基づく連結法人税の支払予定額であります。
　　　投資信託に係る事務代行手数料については、商品毎に、過去の料率、市場実勢等を勘案して決定

しております。
　　　事務所敷金及び賃借料については、市場実勢等を勘案して決定しております。
　　　投資助言料については、市場実勢を勘案して決定しております。
　　　預金利率の条件は、市場金利等を勘案して決定しております。なお、預入期間は１年でありま

す。
　　　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しておりま

す。
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(2)財務諸表提出会社と同一の親会社をもつ会社等
第31期（自 平成27年4月1日 至 平成28年3月31日）

種

類

会社等の

名称
所在地 資本金

事業の

内容

議決権等

の所有

(被所有)

割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

同

一

の

親

会

社

を

持

つ

会

社

三菱UFJ

モルガン・

スタンレー

証券㈱

東京都

千代田

区

40,500

百万円

証券業 なし 当社投資信託の

募集の取扱及び

投資信託に係る

事務代行の委託

等

 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払

6,398,782

千円

未払手数料 898,096

千円

 
第32期（自 平成28年4月1日 至 平成29年3月31日）

種

類

会社等の

名称
所在地 資本金

事業の

内容

議決権等

の所有

(被所有)

割合

関連当事者

との関係
取引の内容 取引金額 科目 期末残高

同

一

の

親

会

社

を

持

つ

会

社

三菱UFJ

モルガン・

スタンレー

証券㈱

東京都

千代田

区

40,500

百万円

証券業 なし 当社投資信託の

募集の取扱及び

投資信託に係る

事務代行の委託

等

 

投資信託に

係る事務代

行手数料の

支払

6,532,238

千円

未払手数料 933,908

千円

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
投資信託に係る事務代行手数料については、商品毎に、過去の料率、市場実勢等を勘案して決定
しております。

　　　　　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しておりま
す。

 
2.親会社に関する注記
株式会社三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ（東京証券取引所、名古屋証券取引所及びニューヨーク証券
取引所に上場）
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社（非上場）
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（１株当たり情報）

 

第31期

（自 平成27年4月1日

　　 至 平成28年3月31日）

第32期

（自 平成28年4月1日

　　 至 平成29年3月31日）

１株当たり純資産額 532,213.85円 466,028.30円

１株当たり当期純利益金額 66,691.34円 60,318.47円

（注）1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。
　　　2. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

第31期

（自 平成27年4月1日

　　 至 平成28年3月31日）

第32期

（自 平成28年4月1日

　　 至 平成29年3月31日）

当期純利益金額　（千円） 12,660,003 12,762,244

普通株主に帰属しない金額　（千円） － －

普通株式に係る当期純利益金額

（千円）
12,660,003 12,762,244

普通株式の期中平均株式数　（株） 189,829 211,581
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第２【その他の関係法人の概況】

１【名称、資本金の額及び事業の内容】

（１）受託会社

＜更新後＞

（略）

②資本金の額：324,279百万円（平成29年３月末現在）

（略）

 

（２）販売会社

＜更新後＞

①名称
②資本金の額
（平成29年３月末現在）

③事業の内容

クレディ・スイス証券株式会社 78,100 百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

大和証券株式会社 100,000 百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

野村證券株式会社 10,000 百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

40,500 百万円
金融商品取引法に定める第一種金
融商品取引業を営んでいます。

 

３【資本関係】

＜更新後＞

委託会社と関係法人の主な資本関係は次の通りです。（平成29年７月末現在）

（略）
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独立監査人の監査報告書
 

平成２９年６月２８日
 
三菱ＵＦＪ国際投信株式会社

取締役会　御中
 
 

有限責任監査法人　ト　ー　マ　ツ
 
 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 弥永 めぐみ　　印

    

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山田 信之　　　印

 

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会

社等の経理状況」に掲げられている三菱ＵＦＪ国際投信株式会社の平成２８年４月１日から平成２９年

３月３１日までの第３２期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書、重要な会計方針及びその他の注記について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作

成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合

理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監

査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に

基づいて選択及び適用される。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するための

ものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案する

ために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用

した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸

表の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、三菱ＵＦＪ国際投信株式会社の平成２９年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上　

 
（注）上記は、委託会社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本

は委託会社が別途保管しております。なお、XBRLデータは監査の対象に含まれていません。
 

    次へ
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

平成29年８月９日

 

三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 国 際 投 信 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

 

PwCあらた有限責任監査法人

 指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員

 公認会計士　柴 　毅　印

 

 

 

 

 指定有限責任社員
業　務　執　行　社　員

 公認会計士　大畑　茂　印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲げ

られているＭＡＸＩＳ ＪＰＸ 日経中小型株指数上場投信の平成29年４月４日から平成29年７月16日までの計算期間の財務

諸表、すなわち、貸借対照表、損益及び剰余金計算書、注記表並びに附属明細表について監査を行った。

財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示す

ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要

と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにあ

る。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき

監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法

人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務諸表

監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際し

て、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、

監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

ＭＡＸＩＳ ＪＰＸ 日経中小型株指数上場投信の平成29年７月16日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する計算期

間の損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係

三菱ＵＦＪ国際投信株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　 上

 

（注）上記は、委託会社が、独立監査人の監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は委託会

社が別途保管しております。なお、XBRLデータは監査の対象に含まれていません。
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